
 

- 1 - 

 

県政を取り巻く ICT 環境の変化 

＜社会情勢＞ 

Society5.0、デジタル化、デジタル・ディスラプ

ション、産業DX（デジタル・トランスフォーメー

ション）、少子高齢化、働き方改革等  

＜国の動き＞ 

デジタル・ガバメント、官民データ活用、行政手

続オンライン化、デジタル庁、自治体DX推進計画

（仮称）  

◆社会全体のデジタル化は、今後ますます加速するものと考えられるため、行政の効率

化（デジタル化）を推進するとともに、社会全体のデジタル化に向けた公共データの

積極的なオープン化を進めていく必要  

◆新型コロナウイルスの感染防止対策として急速に広がったテレワークやオンライン

会議の活用、さらには教育におけるICTの活用の動きに的確に対応していくため、県

全体の情報基盤の強化に取り組む必要  

◆先を見通すことが非常に難しい時代となる中、あらゆる分野においてDXを進展して

いくことが求められており、DXへの対応に必要となるICTなどの知識・技術を有する

デジタル人材の育成・確保に取り組む必要  

ICT 施策見直しの必要性 

Ⅲ あいち ICT 戦略プラン 2020 策定後の変化と新たな取組の必要性  

Ⅰ 名称  あいち DX 推進プラン 2025～デジタルで生まれ変わる愛知～ Ⅱ 計画期間  5 年間（2021～2025 年度） 

Ⅳ プランの趣旨等 

策定趣旨 

位置付け 

・県におけるICT利活用・DX推進の今後の展開の指針を示す。 

・「あいちビジョン2030」（2020年度策定）や「あいち行革プラン2020」（2019年度策定）の取組を
ICTの利活用により加速させ、DXを推進する。 

 
Ⅴ プランの視点・柱 

①県行政の効率化・DXの推進 
（県民の利便性向上） 

②データの活用 

③県域 ICT 活用支援 ④デジタル人材育成 

Ⅵ 視点・柱と主要取組事項の相関 

① １ 先進的な ICT 技術を取り入れた業務変革  

２ ICT 環境のモバイル化  

３ 行政手続のデジタル化  

② ４ 官・民における積極的データ活用  

③ ５ 県全体の情報化の推進  

④ ６ デジタル人材の育成 

 

あいち DX 推進プラン 2025（概要） 
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１ 先進的な ICT 技術を取り入れた業務変革 

◆限られた人材を有効に活用し、質の高い

県民サービスを提供するために、AI や

RPA などの新たな ICT を積極的に利活

用して効率化を図る。 

◆情報システムについてはクラウドを活用

することを原則化（クラウド・バイ・デフォ

ルト原則）し、国の動向を注視しながらパ

ブリッククラウドの活用を推進する。 

◆標準化やパッケージの利活用に努め、シ

ステムの全体最適化を推進する。 

取組の方向  
取組の内容  

AI・RPA 等のデジタル技術の活

用による業務効率化の推進  

・RPAの導入 

・音声認識システムの活用  

・ペーパーレス会議システムの活用  

・ビジネスチャットの導入・活用  

・Web会議環境の整備  

・AIやドローンの活用・検討 

クラウド・バイ・デフォルト原則

を踏まえた情報システムの整備  

・既存システムの庁内クラウド化推進 

・クラウドサービス利用の検討・移行 

・愛知県教育情報通信ネットワークサーバのクラウド化 

情報システムの構築・更新時にお

ける技術トレンドへの対応  

・次世代型災害情報システムの構築  

・次世代高度情報通信ネットワークの検討  

 

２ ICT 環境のモバイル化 

◆情報・知識の共有化や、時間と場所の制

約を受けない効率的な働き方を実現する

手段として、より高度なセキュリティの

確保に努めながら、モバイル環境の整備

を推進する。  

◆紙資料がなくても業務が遂行できるよう

ペーパーレス化を併せて推進する。  

取組の方向 
取組の内容  

デジタル・ワークスタイルの実現

のための環境の整備  

・テレワーク環境の整備・拡充 

・庁内ネットワークの再構築  

・ペーパーレス会議システムの活用（再掲） 

・サテライトオフィスの運用  

・Web会議環境の整備（再掲）  

情報・知識の共有化  ・ビジネスチャットの導入・活用（再掲） 

 

Ⅶ 主要取組事項 
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３ 行政手続のデジタル化 

◆県民がインターネット等を利活用して容

易に安心して行政手続を行うことができ

るよう、オンライン化可能な手続の

100％オンライン化を目指し、県民生活

の利便性の向上を図る。 

◆国におけるマイナンバーの利用範囲の拡大

の動向を注視しつつ、関連サービスを有効に

活用するとともに、電子認証機能を活用した

マイナンバーカードの利活用を推進する。 

取組の方向  
取組の内容  

行政手続等のオンライン化  ・あいち電子申請・届出システムの利用促進 

・建設業許可業務の申請手続の電子化  

・市町村の行政手続におけるマイナポータル上の

「ぴったりサービス」の活用促進 

マイナンバーカードの普及、利活

用の推進等  

・マイナンバーカードの広報を通じた県民のマイナ

ンバーカード取得促進  

・マイキープラットフォームの利活用の推進 

・マイナンバー制度による情報連携の推進 

 

４ 官・民における積極的データ活用 

◆県行政関連情報に係るオープンデータの

公開・提供を積極的に推進するとともに、

市町村におけるオープンデータの公開を

支援する。 

◆オープンデータの活用により民間企業等

による革新的産業の創出につなげる。  

◆データの公開に当たっては、活用しやす

いよう標準化に努め、継続的に更新して

いく。さらに、利用者が利用したいデー

タに容易にたどり着けるように公開環境

の見直しを実施する。 

◆システム間のデータ連携を進め、ワンス

オンリーの実現を目指す。  

取組の方向 
取組の内容  

オープンデータ化の促進 ・県保有データの棚卸し 

・愛知県オープンデータカタログサイトのデータ

セットの拡充  

・愛知県オープンデータカタログサイトの改修  

・県内市町村のオープンデータ促進  

データ分析・活用 ・SNSの投稿情報からのデータ分析  

・交通情報を活用した自動車安全技術に関する研究開発 

・観光振興施策において、データ等の合理的根拠を収

集・分析することで、EBPMを実践 

行政データ連携の推進  ・災害情報の共有及びＬアラートによる迅速な発信  

・マイナンバー制度による情報連携の推進（再掲） 
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５ 県全体の情報化の推進 

◆住民にとって行政手続の最前線である市

町村のデジタル化を推進し、県全体での

デジタル・ガバメントの実現を目指す。  

◆愛知県の強みであるモノづくりとデジタ

ル技術を組み合わせた革新的技術の社会

実装や、中小・小規模企業におけるデジ

タル技術の導入支援など、県内産業のデ

ジタル・トランスフォーメーション（DX）

を進め、産業競争力を高めていく。  

◆一方、デジタル化の推進による恩恵は県

民があまねく享受すべきであることか

ら、デジタル格差対策を行い、デジタル

ミニマムを整備する。  

取組の方向 
取組の内容  

市町村のデジタル化支援 ・市町村と連携・共同したAI・ロボティクスの活用  

・市町村におけるテレワーク、Web会議、クラウド導

入の支援 

・県内市町村のオープンデータ促進（再掲）  

産業競争力強化のためのデジタ

ル化・DX の促進 

・産業界におけるデジタル・トランスフォーメーション

(DX)の促進 

・産学行政の連携による共同研究開発プロジェクトの推進 

・DX推進環境を備えるスタートアップ中核支援拠点

「ステーションAi」の整備  

・県内企業・団体へのテレワークの促進・普及  

ICT の社会実装  ・中部国際空港島及びその周辺地域のスーパーシティ化 

・自動運転の社会実装の推進  

・MaaS等の新しいモビリティサービスの普及促進 

・次世代通信網（5G）の普及促進  

あらゆる分野への ICT の積極的

活用支援 

・テレビ電話を活用した薬剤師による服薬指導  

・介護事業所における介護ロボットやICT機器の導入支援 

・子育て支援施設におけるICT機器の導入支援 

・オンラインによる技術指導 

・公衆無線LANの促進 

・スマート農林水産業の推進 

・ICTを活用した建設工事 

デジタル格差対策  ・条件不利地域における携帯電話のエリア整備の推進 

・県公式WebサイトのWebアクセシビリティ対応  

・高齢者等を対象としたICT教育の検討 

・災害情報の共有及びＬアラートによる迅速な発信（再掲） 
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６ デジタル人材の育成 

◆デジタル・ガバメント実現のための職員

の ICT 活用能力の向上を図る。 

◆デジタル技術を活用することにより、ビ

ジネスモデルの変革を推進できる産業人

材の育成に努める。 

◆将来のデジタル人材育成に向け、教育現場

のデジタル化を進め、ICT 教育を充実させ

る。 

◆社会のデジタル化にとり残されないよう

県民の情報リテラシーの向上を図るとと

もに、ネット上に渦巻く悪意の渦にまき

こまれないよう情報モラルの教育にも努

める。 

取組の方向 
取組の内容  

即戦力としての人材育成（庁内） ・適正調達のためのシステム担当者支援  

・管理職向け及び実務者向けICT研修 

・ICT支援員の活用や校務の情報化などによる教員の

ICT活用能力及びICT活用指導力の向上  

・教員のためのオンライン研修  

産業人材育成  ・企業におけるデジタル人材の育成・確保  

・新たなロボット競技会の実施  

・スマート農林水産業などの次世代の農林水産業を

担う人材育成 

・大学対抗ハッカソンの開催  

ICT 教育 ・県立高校一人一台タブレット端末の導入  

・各県立学校でWeb会議を実施できる環境の整備 

・特別支援学校で教育支援ソフトウエアの導入、活用 

・ICTを活用した教育環境の充実  

・工業高校を工科高校に改称し、IT工学科や理工科を

新設、ロボット工学科を拡大  

・民間のクラウドサービス活用によるオンライン学習支援 

・教育ICT環境を活用した児童生徒に対する防犯教育の推進 

県民情報リテラシーの向上  ・イベントや講座等を通じて、インターネット上のマ

ナーやルール、責任や危険性を啓発 

・高齢者等を対象としたICT教育の検討（再掲） 
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◆ 毎年度、個別取組事項一つ一つについて、過年度の実績を年次レポートとしてまとめ、当該年度以降の具体的な取組内容を示していく。 

 

 

 

 

◆ 加えて、当プランの４つの視点を踏まえた主要取組事項がどの程度達成されているかを表すものとして、６つの主要取組事項にそれぞれ

１～３項目、合計１５項目の「進捗管理指標」を設定し、いずれも、毎年度改善を目指すこととする。  

 

◆ 進捗管理指標のうち、数値目標を設定して管理することが適切なもの（項目ごとにそれぞれ少なくとも１指標程度）について、数値目標

を掲げることとする。例えば「マイナンバーカードの交付率」には「2022年度末までにほぼ全県民にマイナンバーカードが行き渡ること」

を、「行政DX人材育成研修の延べ受講所属数」には「5年間で全所属の職員が受講すること」を掲げることとする。 

Ⅷ 進捗管理 

進捗管理指標 

１ 先進的な ICT 技術を取り入れた業務変革  

 
○RPA の活用業務数＜新規＞ 

○クラウドサービス利用件数＜新規＞ 

２ ICT 環境のモバイル化  

 
○テレワークで利用可能な端末台数＜新規＞ 

○行政ネットワークにおける Web 会議用ツールの利用件数＜新規＞ 

３ 行政手続のデジタル化  

 

○電子申請・届出システム利用手続数（愛知県分）  

○「ぴったりサービス」対応市町村数＜新規＞ 

○マイナンバーカード交付率  

 

進捗管理指標 

４ 官・民における積極的データ活用  

 

○愛知県オープンデータ推奨データセット項目数  

○EBPM の手法により収集したデータを分析・活用した PR・ 

プロモーション件数＜新規＞ 

○マイナンバー制度における情報連携を行う事務の数  

５ 県全体の情報化の推進  

 

○テレワーク導入市町村数＜新規＞ 

○県が補助した地域医療ネットワークの参加医療機関数＜新規＞ 

○愛知県発注工事における ICT 活用工事件数  

６ デジタル人材の育成 

 ○行政 DX 人材育成研修の延べ受講所属数＜新規＞ 

 ○民間クラウドサービスを活用する学校数＜新規＞ 

 

【新規】 「あいち DX 推進プラン 2025」において新たに位置づける取組 68 項目 

＜継続＞ 「あいち ICT 戦略プラン 2020」に位置付けたものを引き継ぐ項目（充実・拡大を含む） 53 項目 ⇒ 合計 121 項目 
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Ⅸ 推進体制 

  

リ ー ダ ー 副知事  

サブリーダー 総務局長  

コアメンバー 総務局総務部長  

人事局人事管理監兼人事課長  

経済産業局情報通信(ICT)政策推進監 

総務局総務部総務課長 

総務局総務部法務文書課長 

総務局総務部情報政策課長 

経済産業局産業部産業政策課長 

労働局産業人材育成課長 

 

幹事会 
幹事長：総務局総務部長 

情報セキュリティ対策会議 

会長：総務局総務部長 

組織体制 

本 部 長 知事 

副本部長 副知事 

本 部 員 各局長等、情報通信（ICT）政策推進監 

 

【愛知県ＤＸ推進本部】 

ＤＸ推進本部 ＤＸ推進プロジェクトチーム 

Ⅹ 見直し 

◆ デジタル化の動きが速いことから、中間年で適切に見直しを行う。 

◆ プランの計画期間（2021～2025 年度）において、ICT を取り巻く環境に著しい変化が生じた場合はもとより、プランの取組状況等に
応じて、個別取組事項や進捗管理指標等について、必要な見直しを柔軟に行い、デジタル化・DX を強力かつ速やかに進めていく。 

◆ 国が「自治体 DX 推進計画（仮称）」を策定した際には、計画の内容を確認し、必要な見直しを速やかに行うこととする。 

  
（リーダー：副知事） 

 

デジタル人材育成ワーキンググループ 

座 長 経済産業局情報通信(ICT)政策推進監  

副 座 長 労働局就業推進監  

メンバー 政策企画局企画調整部企画課長 

総務局総務部情報政策課長 

県民文化局県民生活部学事振興課長 

経済産業局産業部産業科学技術課長 

労働局産業人材育成課長 

教育委員会事務局管理部教育企画課長 

教育委員会事務局学習教育部義務教育課長  

 

産業人材育成・確保促進プロジェクトチーム 


